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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１８３　　２０１３年　　４　月　１８　日

発行　　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
自宅　　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
発行所 桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室
国会では、２０１３年度予算案が、１６日に衆議院予算委員会で採決され、衆議院を通過しました。憲法により１ヶ月後には自然成立します。
日本共産党は、審議を通じて浮かび上がってきた安倍内閣の金融・経済対策の問題点や、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）、福島原発事故の収束問題などの徹底した審議を求めてきました。
衆議院の選挙制度改革

政府・与党は「違憲状態」の判決が相次ぐ、衆議院の選挙制度改革について、小選挙区の｢０増５減｣区割り見直し法案の審議入りと早期成立を狙っています。
日本共産党は小選挙区制を廃止し、民意を正しく反映する全国１１ブロックの比例代表制への抜本改革を提案しています。
国民共通番号制（マイナンバー）法案　　　　　　　　　　　　　　　ｐ赤ちゃんからお年寄りまで日本の居住者全員に政府が識別番号をつけて、税金や社会保障の情報を管理する仕組みをつくる「番号制度」関連４法案について、安倍内閣は成立を急いでいます。膨大な個人情報を政府が一元的に扱う巨大なシステムづくりをめざす法案は、情報漏えいによるプライバシーの侵害や犯罪利用など取り返しのつかない事態を引き起こす危険が大きいものです。問題だらけの法案をスピード審議で強行することは絶対に許されません。
環太平洋連携協定（ＴＰＰ）交渉参加
ｐ日本のＴＰＰ交渉参加について、アメリカの承認を得るために行われてきた事前協議は、自動車の輸入問題でも保険や食品の安全基準など非関税障壁の問題でもアメリカに大幅に譲歩する内容で合意し、アメリカ政府が議会へ通知し、９０日間の審議を経て、アメリカによる正式の承認が決まりますが、懸念と批判が高まっています。ＴＰＰの交渉に参加しても、日本が交渉力を発揮すれば国益を守られると言う安倍政権の主張は早々に破綻しています。不当な入場料を払ってまでＴＰＰ交渉に参加する企てはきっぱりと中止すべきです。ＴＰＰが日本の農林水産業に壊滅的な打撃を与える事は各道県が相次いで発表している試算でも明らかです。ＴＰＰ交渉参加を止めさせるために、世論と運動を強める時です。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　
新病院建設問題　市と病院は説明責任を果たせ
３月に、西医療センター周辺（旧市民病院）の住民の方（北別所、高塚、天神ヶ丘など）と話し合う機会があった。「私たちは病院が近くにあり、駅からも近いからここに住んでいる。病院が無くなれば、医療機関の無い地区になってしまうのでせめて内科・整形外科の外来を残して欲しい。跡地は是非介護施設等にして欲しい。バスの本数が減れば買物難民が増える。どうなっているのか。いずれにしても市や病院に説明して欲しい。」等々の不安や不満の意見がたくさん出ました。

３月３０日には、東医療センター周辺（旧山本病院）の精義学区の住民の方に、新医療センター建設の説明会がやっと行われた。遅れていた理由として、病院の概要（建物の高さなど）がほぼ決まり、ちゃんと説明できるようになったと言うが、今更聞いても意見を取り入れてもらえるかは不明であり、多くの批判が出ました。特に病院に取り囲まれる２区画の住民の方は大変です。病気を治す病院が、住民から太陽を奪い、病気を作り出す原因にもなろうとしています。特に親切な説明（補償も含めて）が求められています。
「桑名市スマート・エネルギー構想」と「屋根貸し事業」　　　ｐパブリックコメントが終わり、一部修正のうえ決定し、月内には公表されるそうです。原発事故については、東日本大震災の発生とあるだけで触れていませんでしたが、「原子力発電への依存割合を縮小」の文言が入るようです。ｐｐｐｐｐ　　　　　　ｐ屋根貸し事業（桑名市太陽光発電のための市有施設屋根貸し事業）は、募集した一部の施設に複数の応募があり、来週、選定委員会で審査する予定です。
日本共産党　大演説会　　　　　　　　　　　　　　　　　４月２８日(日)午後２時開会　津市三重県総合文化センター　　ｐｐｐｐ弁士　市田忠義　書記局長（参議院議員）　　　　　　　　　ｐｐｐｐ井上さとし（参議院議員）、中川たみひで（県国民運動部長）　　　　ｐｐｐ(桑名からバスが出ます。ご希望の方は日本共産党市会議員までお問合せください。)
建築確認処分の取り消し請求の建築審査会　　　　　　　　ｐ桑名市で初めて、建築確認処分の取り消し請求に対する審査会が行われました。口頭審査の部分だけ公開され、審査請求の採決については非公開でした。結果はでているようですがまだ公示されていません。結論の内容・理由については事務局で作文をし、審査会委員の確認をとってから発表されるようです。
ｐ審査会は、最初に請求人から処分庁の参加人の出席について異議がだされ、紛糾しました。建物の高さの問題、日影問題、屋外にしかない階段の問題、介護施設としての問題、消防法違反の問題などが改めて出されました。審査会委員からの質問は、１人だけで本論と関係の無い完成は何時ですかという内容だけでした。
住民の生活権が守られるのか、公開の審査会では踏み込まれませんでした。
どうなる生活保護（社会保障削減の狙い撃ち）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おかしな生活保護減額の根拠　家電を買ったかのように計算ｐ厚生労働省は、生活保護費のうち食費など生活費にあたる生活扶助費を８月から３年で６７０億円引き下げる方針で、うち５８０億円が物価下落分としています。消費者物価指数（ＣＰＩ）から家賃など生活扶助の対象ではない品目を除いた独自の指数を使い、２００８年と１１年の物価を比べてマイナス４・７８％と算出し、生活扶助費引き下げの根拠にしました。　　　　　　　　　　　　　　　ｐしかし、ＣＰＩは、生活保護世帯の実態を反映していないことが山田壮志郎日本福祉大准教授らの調査で分かりました。ＣＰＩのもとになる費目のうち電気製品の物価下落が大きく、物価全体の下落に影響しており、生活保護世帯は、パソコンやカメラなど電気製品の支出（購入）が一般家庭に比べて少なかったのです。「生活保護利用者の立場からいえば、自分と関係ない品目が影響しているデフレを理由に、生活扶助費が削られる結果になる｣わけです。山田准教授は、「生活保護利用者の消費構造を反映させれば下落率はもっと小さくなる。削減額は３００億円くらい多いのではないか」と指摘しています。「そもそも物価下落と生活扶助の関係は、この間の社会保障審議会生活保護基準部会でもまったく論議されてこなかった。物価下落を根拠とした生活扶助基準の引き下げを撤回すべきだ｣と批判されています｡　　　　　　　　　　　　　　　
反貧困キャラバン　三重県実行委員会が行われました。今年も全国キャラバンが参院選後（８月以降）に昨年より遅れて開始されます。プレ企画として、東海三県で６月２９日名古屋市中区役所ホールで講演・学習会が開かれます。三重県内でも企画が検討されています。昨年は県内の自治体を訪問して懇談、アンケートを実施しました（現在集計中）。詳細が決定され次第、改めて案内します。
星野公平の昨年度（２０１２年度）の本会議での質問内容
　　　　別紙添付
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